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1. 地震応答解析モデルの設定について 

1.1 はじめに 

地震応答解析モデルの設定については，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析

モデルの設定方針に基づいており，設定内容については，Ⅴ-2-2-2「原子炉本体の基礎の地震

応答計算書」及びⅤ-2-3-2「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物の地震応答計算書」

で説明している。 

ここで，今回工認の地震応答解析モデルは，既工認のモデル諸元を適用することを基本とす

るが，適正な地震応答解析を実施する観点及び鉛直方向応答を適切に評価する観点から，新た

に原子炉本体基礎への非線形復元力特性の考慮と鉛直方向地震応答解析モデルの追加を行って

いる。今回工認での水平方向の地震応答解析モデルを図 1.1－1に，鉛直方向の地震応答解析モ

デルを図 1.1－2 に示す。 

本章では，地震応答解析モデルに関して，既工認での設定内容及び今回工認での設定内容等

について説明する。 
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図 1.1－1 (1/4) 水平方向地震応答解析モデル（大型機器系，NS 方向） 

Ｋ1 燃料取替用ベローズ

Ｋ2 原子炉圧力容器スタビライザ

Ｋ3 ダイヤフラムフロア
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図 1.1－1 (2/4)  水平方向地震応答解析モデル（大型機器系，EW 方向） 

Ｋ1 燃料取替用ベローズ

Ｋ2 原子炉圧力容器スタビライザ

Ｋ3 ダイヤフラムフロア

Ｋ4 原子炉格納容器回転ばね
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図 1.1－1 (3/4) 水平方向地震応答解析モデル（炉内構造物系，NS 方向） 

Ｋ1 シュラウドサポート

Ｋ2
制御棒駆動機構ハウジング
ラテラルレストレントビーム

Ｋ3
制御棒駆動機構ハウジング
レストレントビーム

Ｋ4 燃料取替用ベローズ

Ｋ5 原子炉圧力容器スタビライザ

Ｋ6 ダイヤフラムフロア
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図 1.1－1 (4/4) 水平方向地震応答解析モデル（炉内構造物系，EW 方向） 

  

Ｋ1 シュラウドサポート

Ｋ2
制御棒駆動機構ハウジング
ラテラルレストレントビーム

Ｋ3
制御棒駆動機構ハウジング
レストレントビーム

Ｋ4 燃料取替用ベローズ

Ｋ5 原子炉圧力容器スタビライザ

Ｋ6 ダイヤフラムフロア

Ｋ7 原子炉格納容器回転ばね
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図 1.1－2 鉛直方向地震応答解析モデル 

  

Ｋθ トラス端部回転拘束ばね
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   (1) シュラウドサポート：Ｋ1 

    a. シュラウドサポートの構造 

 シュラウドサポートは，シュラウドサポートシリンダ，シュラウドサポートプレート

及びシュラウドサポートレグからなる溶接構造物である。シュラウドサポートレグ下端

及びシュラウドサポートプレート外周が原子炉圧力容器に溶接固定されており，シュラ

ウドサポートシリンダを介して炉心シュラウドを支持する。 

 シュラウドサポートの構造概要を図 1.2.4－1に示す。 

 

 

 

図 1.2.4－1 シュラウドサポートの構造概要 

 

  

シュラウドサポートシリンダ 

シュラウドサポートレグ 
シュラウドサポートプレート 

原子炉圧力容器 
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    b. シュラウドサポートのばね定数算定方法 

     (a) 全体でのばね定数算定方法 

シュラウドサポート全体でのばね定数Ｋ1は，シュラウドサポートシリンダ，シュラ

ウドサポートレグ及びシュラウドサポートプレートの回転ばね定数を算出し，以下の

通り組み合わせて算定する。図 1.2.4－2 にばね全体の模式図を示す。 

 Ｋ ＝
11

Ｋ
ＭＡ

＋
1

Ｋ
ＭＡ

＋Ｋ
ＭＢ

 

 

 

図 1.2.4－2 全体ばねの模式図 

 

ここで， 

 ＫＭＡ1  ：シュラウドサポートシリンダのばね定数 

 ＫＭＡ2  ：シュラウドサポートレグのばね定数 

 ＫＭＢ   ：シュラウドサポートプレートのばね定数 

 

     (b) 構成部材のばね定数算定方法 

      イ. シュラウドサポートシリンダ ＫＭＡ1 

シュラウドサポートシリンダのばね定数ＫＭＡ1は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
ＭＡ

＝
Ｒ

ｍ
・Ａ ・Ｅ2Ｌ  

 

      ロ. シュラウドサポートレグ ＫＭＡ2 

シュラウドサポートレグのばね定数ＫＭＡ2は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
ＭＡ

＝
Ｒ

ｍ
・Ａ ・Ｅ2Ｌ  

9





























 

   (5) 原子炉圧力容器スタビライザ：Ｋ5 

    a. 原子炉圧力容器スタビライザの構造 

原子炉圧力容器スタビライザ（以下「ＲＰＶスタビライザ」という。）は，原子炉遮蔽

壁頂部に円周状に 8箇所設置され，原子炉圧力容器付属構造物であるスタビライザブラ

ケットを，あらかじめ初期締付荷重を与えた 2 組のさらばねを介して両側から挟み込む

構造であり，原子炉圧力容器と原子炉遮蔽壁との水平方向地震荷重を伝達する。 

ＲＰＶスタビライザの構造概要を図 1.2.4－10 に示す。 

 

 

図 1.2.4－10 ＲＰＶスタビライザの構造概要 

 

    b. ＲＰＶスタビライザのばね定数算定方法 

     (a) 全体でのばね定数算定方法 

ＲＰＶスタビライザのばね定数Ｋ5は，ＲＰＶスタビライザの構成部材のうち，スタ

ビライザブラケットからの水平方向荷重に対して寄与する部材を対象とし，これらの

構成要素のばね定数を並列及び直列に組み合わせて算定する。なお，ＲＰＶスタビラ

イザの構成部材のうち，ヨークは，引張側と圧縮側でそれぞれの値を考慮する。 

図 1.2.4－11 に全体ばねの模式図を示す。 

 

図 1.2.4－11 全体ばねの模式図 

スタビライザブラケット 

原子炉圧力容器側 

原子炉遮蔽壁側 

ヨーク 

さらばね 

六角ナット 

スリーブ 

ロッド 

ワッシャ 

ブラケット 

原子炉 
遮蔽壁 

原子炉 
圧力容器 

ＫＢ 

ＫＳＭ 

ＫＨ ＫＳＬ ＫＷ ＫＳ ＫＲ ＫＹＴ 

ＫＹＣ ＫＨ ＫＳＬ ＫＷ ＫＳ ＫＲ 

※：シムは図示なし 
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ＲＰＶスタビライザ１基あたりのばね定数をＫとすると，Ｋは次式により算定され

る。 

Ｋ＝
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1
1
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ＲＰＶスタビライザ 8 基分の全体でのばね定数Ｋ5 は，１基あたりのばね定数Ｋよ

り，荷重－変位の関係から算定する。図 1.2.4－12 に示すとおりＲＰＶスタビライザ

に強制変位ｘを負荷した場合に強制変位と同じ方向に生じる全体荷重Ｗを算出する。

90°及び 270°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる荷重をＷ1，45°，

135°，225°及び 315°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる荷重をＷ2’

とし，荷重Ｗ2’の強制変位ｘと同じ方向の分力をＷ2 とする。強制変位ｘを負荷した

ときの 45°，135°，225°及び 315°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じ

る接線方向の変位はｘ・cosαであることから，荷重Ｗ2’は以下のとおりとなる。 

  Ｗ ′＝Ｋ・ｘ・ cosα 

図 1.2.4－12 内の拡大図の関係から強制変位ｘと同じ方向の分力Ｗ2 は以下のとお

りとなる。 

  Ｗ ＝Ｗ ′・cosα＝Ｋ・ｘ・ cos α 

したがって，ＲＰＶスタビライザ 8基（全体）のばね定数Ｋは以下の通りとなる。 

  Ｗ＝2・Ｗ ＋4・Ｗ ＝2・ Ｋ・ｘ ＋4・ Ｋ・ｘ・ cos α ＝4・Ｋ・ｘ 

  Ｋ ＝
Ｗ

ｘ
＝4・Ｋ 

 

ここで， 

  ＫＳ  ：さらばねのばね定数 

    ＫＷ  ：ワッシャのばね定数 

   ＫＨ  ：六角ナットのばね定数 

   ＫＳＬ：スリーブのばね定数 

     ＫＲ  ：ロッドのばね定数 

  ＫＳＭ：シムのばね定数 

     ＫＹＴ：ヨークの引張方向ばね定数 

     ＫＹＣ：ヨークの圧縮方向ばね定数 

     ＫＢ  ：ブラケットのばね定数 

 

 

 

                      図 1.2.4－12 水平荷重の分配 
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図 1.2.4－14 ①及び②の曲げによるばね定数計算モデル 

 

      チ. ヨーク（圧縮方向） ＫＹＣ 

ヨーク（圧縮方向）ばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

 Ｋ
ＹＣ

＝Ｋ
ＹＳ

 

 

      リ. ブラケット ＫＢ 

ブラケットばね定数ＫＢは，GE の先行プラント共通の実績値を用いる。 
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参考文献 

 [1]：Roark「FORMURAS OF STRESS AND STRAIN, 4th edition」Table X No.20 

 [2]：配管技術(1967) 

 [3]：The M.W.Kellogg Co. 「Design of Piping System」 

 [4]：Expansion Joint Manufacturers Association「STANDARD OF THE EXPANSION JOINT 

MANUFACTURERS ASSOCIATION, 5th edition」Table Ⅲ 
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  1.2.5 原子炉内部構造物の水中での振動の影響を考慮するための付加質量について 

   (1) 水の付加質量 

構造物が流体中で振動する場合，流体－構造物間の相互作用により水中構造物は，複雑

な振動特性を示し，固有振動数及び応答が低下することが知られている。一般に，このよ

うな現象を評価するため，「付加質量」の概念が用いられている。 

付加質量の概念としては，流体中にある構造物が加速度αを受けて運動する場合，構造

物は流体を押しのけて進むことになり，構造物には流体を排除するのに必要な力ＦＷが作

用する。ＦＷは，αに比例することが知られており， 

Ｆ
Ｗ
＝ｍ

Ｖ
・α       （式 1） 

で表される。ここで，ｍＶは構造物の形状等によって決定される質量である。また，周囲に

流体が存在しないとした場合に，質量Ｍの物体にαの加速度を与えるために必要な力ＦＳ

は， 

Ｆ
Ｓ
＝Ｍ・α              （式 2） 

で表される。したがって，流体中の場合，同一の加速度を与えるために必要な力Ｆは，上

述の力の和として下記にて表される。 

Ｆ＝Ｆ
Ｓ
＋Ｆ

Ｗ
＝ Ｍ＋ｍ

Ｖ
・α     （式 3） 

（式３）は，同一の加速度を与えるために流体中においてはあたかも質量がｍＶだけ増加

したような傾向を示すことを意味している。このような現象を付加質量効果と呼び，ｍＶを

付加質量（又は仮想質量）と呼んでいる。地震応答解析モデルにおいては，流体－構造物

間の相互作用の影響のある水平方向について，この付加質量を考慮している。 

 

   (2) 地震応答解析モデルにおける水の付加質量効果 

地震応答解析モデルにおける水の付加質量効果については，燃料集合体と炉心シュラウ

ドとの関係や，炉心シュラウドと原子炉圧力容器との関係など等価な 2 重円筒と考え，水

の付加質量を考慮した質量マトリックスを構造重量による質量マトリックスに足し合わせ，

全体の運動方程式を，下式を用いて構築している。（出典：ＪＥＡＧ４６０１-1987） 

Ｍ
Ｖ

−ＭＶ −Ｍ
Ｄ
  

−ＭＶ −Ｍ
Ｄ

Ｍ
Ｖ
＋2ＭＤ

＋Ｍ
Ｆ

ｙ̈

ｙ̈
  （式 4） 

ここで， 

 ＭＶ ：仮想質量 

 ＭＤ ：排除質量 

 ＭＦ ：円筒間の水の質量 

 ｙ1 ：内筒の変位 

 ｙ2 ：外筒の変位 
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  1.2.6 原子炉冷却材再循環ポンプの減衰定数 

原子炉冷却材再循環ポンプ（Reactor Internal Pump）（以下「RIP」という。）について

は，水平方向の設計用減衰定数として 3.0%を適用している。この設計用減衰定数は，実機

同等の試験体を用いた振動試験により得られた減衰定数の下限値を下回るよう設定されて

いる。 

本項において，RIP の水平方向に適用する設計用減衰定数 3.0％とした振動試験の概要

及びその結果を示す。 

 

 

 

図 1.2.6-1  RIP 概要図 

 

 

 

 

 

  

インペラ 

ディフューザ 

シャフト 

モータカバー

モータケーシング

ギャップ

RIP ノズル

外側スリーブ

原子炉圧力容器下鏡 

パッド 
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   （1） RIP の減衰定数確認試験 

    a. 振動試験の方法及び試験装置 

原子炉圧力容器及び RIP１台を実規模大で模擬し，実機運転状態と同様の高温・高圧

状態にて試験を実施した。試験装置の概要を図 1.2.6－2 に示す。 

 

 

図 1.2.6－2 試験装置概要図[1] 

 

  

防振壁 

油圧源 

RIP 運転補機 

加振機 
RIP 
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    b. 試験結果 

本試験においては，ケーシング下端変位が約 1.5mm 相当までの試験を実施している。

試験により得られたモータケーシング下端応答変位に対する 1 次固有振動数及び減衰比

の関係を図 1.2.6－3 に示す。 

 

図 1.2.6－3 ケーシング下端変位と固有振動数及び減衰比との関係[1] 

  

モータケーシング下端応答変位が約 1mm 以下の領域では，ほぼ一定の値を示している。

モータケーシング下端応答変位が約 1mm を超えると，固有振動数も減衰定数も上昇する

傾向があり，パッドが RIP ノズル外側スリーブに接触していると考えられる。減衰定数

は，パッド接触前でも 3.0％以上であり，パッドが接触するような大きな変位では減衰

定数はさらに大きくなる。 

 

    c. 設計用減衰定数 

振動試験結果より，パッドが RIP ノズル外側スリーブに接しない低変位振幅領域にお

いて，水平方向の減衰定数は約 3.5%，また，パッドが接するような大変位振幅領域にお

いては，さらに減衰定数が大きくなることが確認された。 

設計用減衰定数は，この試験で取得された減衰定数の下限値を下回るよう 3.0%に設定

した。 

 

 

参考文献 

[1]：高島他，原子炉内蔵型再循環ポンプとポンプシステムの開発，日本機械学会（1987年） 
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 1.3 新たに採用する地震応答解析モデルの設定 

  1.3.1 原子炉本体基礎のスケルトン曲線の設定方法  

既工認では，建屋－機器連成地震応答解析モデルにおけるRPVペデスタルのモデル化は，

剛性一定の線形仮定としていた。 

今回工認では，基準地震動の増大に伴いより適正な地震応答解析を実施する観点から，

RPV ペデスタルも原子炉建屋と同様にコンクリートの剛性変化を考慮した非線形解析モデ

ルを採用する。非線形解析モデルの設定に当たっては，鉄筋コンクリートの評価手法とし

て実績のある手法に加え，鋼板とコンクリートの複合構造としての特徴に留意した既往の

知見を参考にして行う。 

本項は，RPV ペデスタルのスケルトン曲線の設定について説明するものである。 

 

   (1) RPV ペデスタルのスケルトン曲線の設定方法 

    a. せん断力－せん断ひずみ関係（Ｑ－γ関係） 

せん断力－せん断ひずみ関係（Ｑ－γ関係）は，コンクリートのひび割れを表す第 1

折点と鋼板の降伏を表す第 2 折点までを設定する。RPV ペデスタルのせん断力－せん断

ひずみ関係を図 1.3.1－1に示す。 

 

 

 

Ｑ1：第 1 折点のせん断力 

Ｑ2：第 2 折点のせん断力 

γ1：第 1 折点のせん断ひずみ 

γ2：第 2 折点のせん断ひずみ 

 

図 1.3.1－1 RPV ペデスタルのせん断力－せん断ひずみ関係 

 

  

Ｑ

γ 
γ

1
0 γ

2

Ｑ 
1

Ｑ 

 
2
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     (a) 第 1 折れ点の設定 
RPV ペデスタルにおけるせん断力のスケルトン曲線の第 1 折点は，以下の式より算

出している。 

 【下部ペデスタル】 

 Ｑ ＝ Ａ
Ｃ
＋

Ｇ
Ｓ

Ｇ
Ｃ

・Ａ
Ｓ

・τ
ｃｒ

 

 γ ＝τ
ｃｒ

／Ｇ
Ｃ
 

 ただし，τ
ｃｒ

＝0.5・ 0.31 σＢ・ 0.31 σＢ +σ
ｖ

 

 

 【上部ペデスタル】 

 Ｑ ＝ Ａ
Ｃ
＋

Ｇ
Ｓ

Ｇ
Ｃ

・Ａ
Ｓ

・τ
ｃｒ

 

 γ ＝τ
ｃｒ

／Ｇ
Ｃ
 

 ただし，τ
ｃｒ

＝ 0.31 σＢ・ 0.31 σＢ +σ
ｖ

 

 

 ここで， 

 ＡＣ ：コンクリートのせん断断面積（mm2） 

 ＡＳ ：鋼板のせん断断面積（mm2） 

 ＧＣ ：コンクリートのせん断弾性係数（N/mm2） 

 ＧＳ ：鋼板のせん断弾性係数（N/mm2） 

 σＢ ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

 σｖ ：鋼板を考慮した鉛直方向軸応力度（圧縮を正，N/mm2） 
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     (b) 第 2 折れ点の設定 

RPV ペデスタルにおけるせん断力のスケルトン曲線の第 2 折点は，以下の式より算

出している。 

 

 【下部ペデスタル】 

 Ｑ ＝
Ｋ

α
+Ｋ

β3・Ｋ
α

+Ｋ
β

・Ａ
Ｓ
・σ

ｙ
 

 γ ＝
Ｑ

Ｋ
α
+Ｋ

β

 

 ただし，Ｋ
α
＝Ａ

Ｓ
・Ｇ

Ｓ
 

 Ｋ
β
＝

cosθ ・Ｈ

2 1 −ν
Ｃ

Ｅ
Ｃ

′
・ｔ

Ｃ
・ sin 2θ+ 12・Ｅ

Ｓ

Ｃ1 +Ｃ2  

 

 【上部ペデスタル】 

下部ペデスタルと同様 

 

 ここで， 

 ＡＳ ：鋼板のせん断断面積(mm2) 

 ＧＳ ：鋼板のせん断弾性係数(N/mm2) 

 ＥＣ' ：ひび割れを考慮したコンクリートのヤング係数(N/mm2) 

 ＥＳ ：鋼板のヤング係数(N/mm2) 

 Ｋα ：鋼板のせん断剛性(N) 

 Ｋβ ：ひび割れ後の鋼板による拘束効果を考慮したコンクリートの 

有効せん断剛性(N) 

 σｙ ：鋼板の降伏点強度(N/mm2) 

 νＣ ：コンクリートのポアソン比 

 Ｈ ：コンクリートの高さ（mm） 

 ｔＣ ：コンクリート板厚（mm） 

 θ ：せん断ひび割れ角度 

 Ｃ1,Ｃ2 ：寸法とせん断ひび割れ角度θから定まる係数 
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    b. 曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，コンクリートのひび割れを表す第 1折

点と鋼板の降伏を表す第 2 折点までを設定する。RPV ペデスタルの曲げモーメント－曲

率関係を図 1.3.1－2 に示す。 

 

 

 

Ｍ1 ：第 1折点の曲げモーメント 

Ｍ2 ：第 2折点の曲げモーメント 

φ1 ：第 1折点の曲率 

φ2 ：第 2折点の曲率 

 

図 1.3.1－2 RPV ペデスタルの曲げモーメント－曲率関係 
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     (a) 第 1 折れ点の設定 

RPV ペデスタルにおける曲げモーメントのスケルトン曲線の第 1 折点は，以下の式

より算出している。 

 

 【下部ペデスタル】 

 Ｍ ＝Ｚ
ｅ

ｆ
ｔ
＋σ

ｖ
 

 φ ＝／ Ｅ
Ｃ
・Ｉ

ｅ
 

 ただし，ｆ
ｔ
＝0 

 

 【上部ペデスタル】 

 Ｍ ＝Ｚ
ｅ

0.5ｆ
ｔ
＋σ

ｖ
 

 φ ＝Ｍ ／ Ｅ
Ｃ
・Ｉ

ｅ
 

 

 

 ここで， 

 Ｚｅ ：鋼板を考慮した断面係数（mm3） 

 ｆｔ ：コンクリートの曲げ引張強度（N/mm2） 

 σｖ ：鋼板を考慮した鉛直方向軸応力度（圧縮を正，N/mm2） 

 ＥＣ ：コンクリートのヤング係数（N/mm2） 

 Ｉｅ ：鋼板を考慮した断面二次モーメント（mm4） 
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     (b) 第 2 折れ点の設定 

RPV ペデスタルにおける曲げモーメントのスケルトン曲線の第 2 折点は，以下の式

より算出している。 

 

 【下部ペデスタル】 

 Ｍ ＝Ｍ
ｙ
 

 φ =φ
ｙ
 

 

 【上部ペデスタル】 

 下部ペデスタルと同様 

 

 ここで， 

 Ｍｙ ：鋼板降伏時モーメント（N・mm） 

 φｙ ：鋼板降伏時曲率（1/mm） 
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   (2) RPV ペデスタルのスケルトン曲線 

    a. 水平方向モデル 

水平方向は，RPV ペデスタルの各質点間を等価な曲げ，せん断剛性を評価した多質点

系モデルとしている。 

代表として，「原子炉本体基礎の地震応答解析モデル」のモデル図を図 1.3.1－3 及び

図 1.3.1－4 に，基本ケースの RPV ペデスタルの諸元を表 1.3.1－2 及び表 1.3.1－3 に

示す。 
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図 1.3.1－3 原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎地震応答解析モデル 

（NS 方向 誘発上下動を考慮しない場合） 

  

Ｋ１ 燃料取替用ベローズ

Ｋ２ 原子炉圧力容器スタビライザ

Ｋ３ ダイヤフラムフロア
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図 1.3.1－4 原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎地震応答解析モデル 

（EW 方向 誘発上下動を考慮しない場合） 

  

Ｋ１ 燃料取替用ベローズ

Ｋ２ 原子炉圧力容器スタビライザ

Ｋ３ ダイヤフラムフロア

Ｋ４ 原子炉格納容器回転ばね
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    c. せん断力のスケルトン曲線 

基本ケースの RPV ペデスタルの各要素におけるせん断力のスケルトン曲線の諸数値を

表 1.3.1－6 及び表 1.3.1－7 に，スケルトン曲線を図 1.3.1－5及び図 1.3.1－6に示

す。 

 

表 1.3.1－6 せん断力のスケルトン曲線（NS 方向） 

質点番号 要素番号
Ｑ1

(×10
3
kN・m)

γ1

(×10
-5
rad)

Ｑ2

(×10
3
kN・m)

γ2

(×10
-5
rad)

31 37.2 9.70 379 333

30

28

389 333
29

27 37.2 9.60

28
26 29.6 9.60 330 333

36.4 9.30 394 333
27

25

474 331
26

24 55.4 19.5

25
23 73.6 18.2 745 326

24
22 112 17.1 1090 325

32523 21 74.8 16.6 814

 

 

 

表 1.3.1－7 せん断力のスケルトン曲線（EW 方向） 

質点番号 要素番号
Ｑ1

(×10
3
kN・m)

γ1

(×10
-5
rad)

Ｑ2

(×10
3
kN・m)

γ2

(×10
-5
rad)

31 9.70 379 33328 37.2

30
33327 37.2 9.60 389

29
26 37.6 9.60 394 333

28
9.30 394 33325 36.4

27
33124 55.4 19.5 474

26
23 73.2 18.2 737 325

25
22 112 17.1 1090 325

24

32423 21 73.5 16.6 804
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－6 に対応。 

 

図 1.3.1－5 (1) せん断力のスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－6 に対応。 

 

図 1.3.1－5 (2) せん断力のスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－7 に対応。 

 

図 1.3.1－6 (1) せん断力のスケルトン曲線（EW 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－7 に対応。 

 

図 1.3.1－6 (2) せん断力のスケルトン曲線（EW 方向） 
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    d. 曲げモーメントのスケルトン曲線 

基本ケースの RPV ペデスタルの各要素における曲げモーメントのスケルトン曲線の諸

数値を表 1.3.1－8及び表 1.3.1－9 に，スケルトン曲線を図 1.3.1－7 及び図 1.3.1－8

に示す。 

 

 

表 1.3.1－8 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 

質点番号 要素番号
Ｍ1

(×10
6
kN・m)

φ1

(×10
-6
1/m)

Ｍ2

(×10
6
kN・m)

φ2

(×10
-6
1/m)

31

30

28 0.192 5.49 3.36 249

0.180 5.10 3.34 248
29

27

3.63 249
28

26 0.186 5.21

27
25 0.154 4.31 3.63 249

0.299 11.4 3.43 269
26

24

4.39 262
25

23 0.353 9.52

24
22 0.388 7.90 6.42 263

26323 21 0.298 7.28 5.57

 

 

 

表 1.3.1－9 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 

質点番号 要素番号
Ｍ1

(×10
6
kN・m)

φ1

(×10
-6
1/m)

Ｍ2

(×10
6
kN・m)

φ2

(×10
-6
1/m)

31 28 0.192 5.49 3.36 249

30
5.10 3.34 24827 0.180

29
24926 0.143 5.21 2.66

28
25 0.154 4.31 3.63 249

27
11.4 3.43 26924 0.299

26
26223 0.354 9.52 4.42

25
22 0.388 7.90 6.42 263

24

26323 21 0.300 7.28 5.64
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－8 に対応。 

 

図 1.3.1－7 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－8 に対応。 

 

図 1.3.1－7 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－9 に対応。 

 

図 1.3.1－8 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－9 に対応。 

 

図 1.3.1－8 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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  1.3.2 鉛直方向解析モデル 

   (1) 鉛直方向解析モデルの扱い 

既工認においては，動的地震動を水平方向に対してのみ考慮すればよく，設計の進捗に

あわせて，段階的に以下の大型機器系と炉内構造物系の 2 種類の水平方向解析モデルを用

いて分割申請を行っていた。 

 

大型機器系： 原子炉建屋～原子炉格納容器～原子炉遮蔽壁・原子炉本体基礎～ 

原子炉圧力容器 

 

炉内構造物系： 原子炉建屋～原子炉格納容器～原子炉遮蔽壁・原子炉本体基礎～ 

原子炉圧力容器～炉内構造物（気水分離器・炉心シュラウド，燃料集合

体，制御棒案内管）～制御棒駆動機構ハウジング・原子炉冷却材再循環

ポンプ 

 

これに対して，今回工認では，鉛直動的地震動が導入されたことから，原子炉本体及び

炉内構造物について，鉛直方向応答を適切に評価する観点で，水平方向応答解析モデルと

は別に鉛直方向応答解析モデル（図 1.3.2－1参照）を新たに採用し，鉛直地震動に対する

評価を実施している。 

ここで，水平方向解析モデルについては，既工認との連続性から，既工認と同様に大型

機器系と炉内構造物系の 2 種類の解析モデルを使用するが，鉛直方向については，実機に

合わせて構造物をモデル化できることから，建設工認のように設計進捗に応じたモデルの

使い分けの必要がないため，炉内構造物等も含めてモデル化した炉内構造物系のみを使用

している（表 1.3.2－1参照）。 

 

表 1.3.2－1 既工認と今回工認において使用している解析モデル 

 既工認 今回工認 

水平方向 

大型機器系 

（図 1.3.2－2，図 1.3.2－3） 

炉内構造物系 

（図 1.3.2－4，図 1.3.2－5） 

大型機器系 

（図 1.3.2－6，図 1.3.2－7） 

炉内構造物系 

（図 1.3.2－8，図 1.3.2－9） 

鉛直方向 ― 
炉内構造物系 

（図 1.3.2－1） 
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図 1.3.2－1 鉛直方向解析モデル：炉内構造物系 
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   (2) 鉛直方向解析モデルの設定について 

新たに作成する鉛直方向解析モデルは，水平方向解析モデルとの整合を図ることを基本

とし，上下方向の自由度のみを有する，集中質量質点と軸圧縮ばねで構成されるモデルと

して作成している。 

鉛直方向解析モデルの質点質量算定の基本方針は，水平方向解析モデルと同様とし，炉

水の質量は炉水を支持する部位の面積に対応して配分する等，荷重伝達経路を考慮して振

り分けを行う。なお，上下方向の振動特性に影響を与えない支持構造物等の設備は，質量

のみを考慮する。 

鉛直方向解析モデルの断面剛性算定の基本方針は，円筒形またはそれに準ずる構造物に

ついて，下式により全断面を用いてばね定数を算定している。 

 

 Ｋ＝ＡＥ/Ｌ 

ここで， 

Ａ：断面積（m2） 

Ｅ：縦弾性係数（t/m2） 

Ｌ：部材長（m） 

 

鉛直方向解析モデルの質点質量及びばね定数の算定例を以下に示す。 
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2. 誘発上下動の考慮方法 

本章は，建屋応答解析における各入力地震動が接地率に与える影響を踏まえた誘発上下動の考

慮方法を以下に示す。 

 

 2.1 考慮方針 

Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2. 地震応答解析の基本方針」に基づき誘発

上下動を考慮する場合には，鉛直方向地震力に対する鉛直方向の応答時刻歴に，以下の通り誘

発上下動の応答時刻歴を時々刻々加算及び減算をする。 

・Ｖ＋ＸＶ 

・Ｖ＋ＹＶ 

・Ｖ－ＸＶ 

・Ｖ－ＹＶ 

ここで， 

Ｖ ：鉛直方向地震力に対する鉛直方向の応答時刻歴 

ＸＶ ：Ｘ方向地震力に対する誘発上下動の応答時刻歴 

ＹＶ ：Ｙ方向地震力に対する誘発上下動の応答時刻歴 

 

 2.2 考慮方法 

誘発上下動の考慮フローを図 2－1 に，図 2－1 中の各手順の詳細を 2.2.1～2.2.3 に示

す。  

70



 

 

  

 
図 2－1 誘発上下動の考慮フロー  
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 2.2.1 地震応答解析 

誘発上下動を考慮した地震応答解析を実施する場合，水平加振により励起される上下応

答を評価するため，水平方向と鉛直方向の地震応答解析モデルを，基礎底面で回転・鉛直連

成ばねを用いて連成した解析モデルを用い，水平方向の地震力を入力とした浮き上がり非

線形地震応答解析を行う。地震応答解析モデルを図 2－2 及び図 2－3に示す。 

また，誘発上下動を考慮した地震応答解析は，工事計画に係る補足説明資料【KK7 補足-

025-1 原子炉建屋の原子炉建屋の地震応答計算書に関する補足説明資料】に記載の接地率

を踏まえて実施し，ケース 7 及び 8 の接地率は基本ケースの接地率に準ずる。基準地震動 

Ｓｓについて，誘発上下動を考慮した地震応答解析を実施する解析ケース及び入力地震動

を表 2－1に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析においては，全ての解

析ケース及び入力地震動に対して接地率が 65%を上回るため，誘発上下動を考慮しない。 

以降は，Ｘ方向を NS 方向，Ｙ方向を EW 方向に置き換えて示す。 
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T.M.S.L. 4.213(V-0.737)
T.M.S.L. 3.361(V-1.589)

T.M.S.L. 2.508(V-2.442)
T.M.S.L. 1.655(V-3.295)
T.M.S.L. 0.934(V-4.016)
T.M.S.L. 0.184(V-4.766)

T.M.S.L. 6.253(V 1.303)

T.M.S.L. 5.376(V 0.426)
T.M.S.L. 4.523(V-0.427)

T.M.S.L. 3.671(V-1.279)
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図 2－2 地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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 2.2.2 応答時刻歴の加算及び減算 

誘発上下動を考慮した応答値を算定する場合は，鉛直方向の地震力に対する地震応答解

析結果（解析モデルは図 2－2を使用）と，NS 及び EW 方向の地震力に対する地震応答解析

結果（解析モデルは図 2－3 を使用）で，以下の通り応答時刻歴の時々刻々加算と減算を行

う。 

・Ｖ＋NSＶ 

・Ｖ＋EWＶ 

・Ｖ－NSＶ 

・Ｖ－EWＶ 

 

 2.2.3 最大値の選定 

誘発上下動を考慮した応答値として，2.2.2 で作成した以下の加算及び減算した応答時

刻歴に加え，鉛直方向の地震力に対する応答時刻歴（Ｖ）より，最大値を選定する。 

・Ｖ 

・Ｖ＋NSＶ 

・Ｖ＋EWＶ 

・Ｖ－NSＶ 

・Ｖ－EWＶ 
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2.3 各耐震条件の作成方法 

耐震評価に適用する耐震条件のうち，誘発上下動を考慮する以下の各耐震条件の作成手順を

2.3.1～2.3.3 に示す。 

・最大応答加速度 

・床応答スペクトル 

・軸力 
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2.3.1 最大応答加速度 

  地震応答解析～最大応答加速度算定までの手順を図 2－4 に示す。 

 
図 2－4 誘発上下動を考慮した耐震条件作成手順（最大応答加速度） 

（炉心シュラウド T.M.S.L. 9.645(m) 基本ケース，Ss-2，EW 方向の例） 
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2.3.2 床応答スペクトル 

   地震応答解析～床応答スペクトル作成までの手順を図 2－5 に示す。 

 
図 2－5 誘発上下動を考慮した耐震条件作成手順（床応答スペクトル） 

（炉心シュラウド T.M.S.L. 9.645(m) 基本ケース，Ss-2，EW 方向の例） 
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2.3.3 軸力 

   地震応答解析～軸力算定までの手順を図 2－6 に示す。 

 
図 2－6 誘発上下動を考慮した耐震条件作成手順（軸力） 

（炉心シュラウド 質点 43－44 間要素 基本ケース，Ss-2，EW 方向の例） 
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3. 建屋－機器連成解析固有の材料物性の不確かさ等の検討ケースについて 

本章は，建屋－機器連成解析固有の材料物性の不確かさ等の検討ケースについて説明するもの

である。 

 3.1 検討方針 

建屋－機器連成解析においては，原子炉建屋（以下「R/B」という。）の地震応答解析にて考

慮する材料物性の不確かさに加えて，建屋と連成させる「原子炉本体基礎の地震応答解析モデ

ル」及び「炉心，原子炉圧力容器および圧力容器内部構造物の地震応答解析モデル」における

RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンクリート剛性の材料物性の不確かさ及び RPV ペデ

スタルの復元力特性の設定手法特有の配慮について検討する。 
 

 3.2 材料物性の不確かさ等 

  3.2.1 RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンクリート剛性 

原子炉本体基礎とダイヤフラムフロアのコンクリートについては，R/B 等のような施工

時の「91 日強度データ」がなく，プラント運転開始後にもコア採取を実施していないが，

R/B 等と同様に現実のコンクリート強度は設計基準強度を上回ると考えられる。 

 

  3.2.2 手法特有の配慮 

今回工認では，RPV ペデスタルの復元力特性について，より現実に近い地震応答解析を

実施するため，内部に充てんされたコンクリートのひび割れに伴う剛性変化を考慮したス

ケルトン曲線を採用している。このスケルトン曲線は，第 1折点を内部コンクリーのひび

割れが生じる点，第 2 折点を鋼板が降伏する点として 2直線で近似しており，第 1 折点を

超えた範囲では剛性が一定との仮定に基づいている。しかしながら，実現象としての RPV

ペデスタルの挙動は，第 1 折点で初期ひび割れが生じた後も，荷重の増加に伴い内部コン

クリートのひび割れは徐々に増加していくこととなる。ひび割れの増加はコンクリートの

剛性低下を意味することから，第 1 折点から第 2 折点の間の区間は直線で近似するより 

も，徐々に剛性すなわちスケルトン曲線の勾配が低下する曲線で近似する方が実現象に近

いと考えられる。 

 

 3.3 材料物性の不確かさ等の設定 

建屋－機器連成解析にて考慮する不確かさ等の設定を 3.3.1 及び 3.3.2 に，解析ケースを表

3－1に示す。 
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  3.3.1 RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンクリート剛性（ケース 7：実強度） 

RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンクリート強度には，既工認と同様に設計基

準強度を用いることを基本としているが，R/B 等と同様の検討として実強度相当を考慮す

る。 

なお，ダイヤフラムフロアの実強度は，ダイヤフラムフロアの設計基準強度が R/B と同

じ値であることから，R/B と同じ値（43.1N/mm2）を用いることとするが，RPV ペデスタル

は実測したコンクリート強度がないことから，R/B 等で実測値をもとに設定したコンクリ

ート強度を参照し，実強度を想定する。 

具体的には，以下の通り R/B のコンクリート実強度（43.1N/mm2）に，RPV ペデスタルの

設計基準強度（29.4N/mm2）と R/B の設計基準強度（32.3N/mm2）の比率を乗じることによ 

り，影響評価に用いる RPV ペデスタルの実強度を 39.2N/mm2と想定する。 

 
RPV ペデスタルの実強度 ＝ R/B の実強度 × ――――――――――――――――――――― 

 
           ＝ 43.1 (N/mm2) × ―――――――――― 

 
           ＝ 39.2 (N/mm2) 

 

RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンクリート強度に実強度を用いることを踏ま

えて設定した RPV ペデスタルのスケルトン曲線及びダイヤフラムフロアのばね定数を以下

に示す。 

  

RPV ペデスタルの設計基準強度 

R/B の設計基準強度 
29.4 (N/mm2) 

32.4 (N/mm2) 
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   (1) RPV ペデスタルのスケルトン曲線 

    a. せん断力のスケルトン曲線 

ケース 7の RPV ペデスタルの各要素におけるせん断力のスケルトン曲線の諸数値を表

3－2及び表 3－3 に，スケルトン曲線を図 3－1及び図 3－2に示す。 

 

表 3－2 せん断力のスケルトン曲線（NS 方向） 

質点番号 要素番号
Ｑ1

(×10
3
kN・m)

γ1

(×10
-5
rad)

Ｑ2

(×10
3
kN・m)

γ2

(×10
-5
rad)

333395

24
22

333390

25
23

27
25

26
24

28
26

29
27

30

2831 3809.5040.6 333

9.4040.5

3333319.4032.2

9.2039.7

33047919.259.5

32476018.079.3

323111017.0122

32383016.581.32123

 

 

 

表 3－3 せん断力のスケルトン曲線（EW 方向） 

質点番号 要素番号
Ｑ1

(×10
3
kN・m)

γ1

(×10
-5
rad)

Ｑ2

(×10
3
kN・m)

γ2

(×10
-5
rad)

75318.078.923

82016.579.921

40.527

323
24

323

324
25

22 122 17.0 1110

333
27

19.2 479 330
26

333
28

25 39.7 9.20 395

29

40.6 9.50 380 333

30
9.40 390 333

31 28

3959.4041.026

59.524

23
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－6 に対応。 

 

図 3－1 (1) せん断力のスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－6 に対応。 

 

図 3－1 (2) せん断力のスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－7 に対応。 

 

図 3－2 (1) せん断力のスケルトン曲線（EW 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－7 に対応。 

 

図 3－2 (2) せん断力のスケルトン曲線（EW 方向） 
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    b. 曲げモーメントのスケルトン曲線 

基本ケースの RPV ペデスタルの各要素における曲げモーメントのスケルトン曲線の諸

数値を表 3－4及び表 3－5 に，スケルトン曲線を図 3－3 及び図 3－4に示す。 

 

 

表 3－4 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 

質点番号 要素番号
Ｍ1

(×10
6
kN・m)

φ1

(×10
-6
1/m)

Ｍ2

(×10
6
kN・m)

φ2

(×10
-6
1/m)

23 21 0.321 7.19 5.74 253

24
22 0.417 7.78 6.64 253

25
23 0.372 9.23 4.52 250

26
24 0.313 11.0 3.53 257

27
25 0.153 3.89 3.75 238

28
26 0.185 4.71 3.75 238

29
27 0.180 4.62 3.46 236

30

28 0.193 5.01 3.48 23731
 

 

 

表 3－5 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 

質点番号 要素番号
Ｍ1

(×10
6
kN・m)

φ1

(×10
-6
1/m)

Ｍ2

(×10
6
kN・m)

φ2

(×10
-6
1/m)

7.78

251

6.64 253

23 21 0.323 7.19 5.82 253

24

257
26

24 0.313 11.0

25
23 0.373 9.23 4.55

4.71 2.74 238

27
25 0.153 3.89 3.75 238

3.53

5.01 3.48 237

3.46 236
29

27 0.180 4.62

26

31

30

28 0.193

28
0.143

22 0.417
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－8 に対応。 

 

図 3－3 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－8 に対応。 

 

図 3－3 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－9 に対応。 

 

図 3－4 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－9 に対応。 

 

図 3－4 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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  3.3.2 手法特有の配慮（ケース 8：曲線近似包絡） 

RPV ペデスタルのスケルトン曲線の設定は折線近似を基本としているが，現実には上に

凸な曲線になると考えられることから，各要素，各方向（NS，EW 方向）の曲げモーメント

のスケルトン曲線について，曲線近似を包絡するように，基本ケースの折線近似のスケル

トン曲線の第二勾配の領域を一律同じ値だけ嵩上げした曲線近似包絡のスケルトン曲線を

考慮する（図 3－1）。 

なお，スケルトン曲線の曲線近似は，第 1 折点以降に対して第 2折点の算出と同様の手

法で曲げモーメントと曲率の関係を求め，プロットすることにより行う。 

曲線近似包絡により設定したスケルトン曲線の諸数値を表 3－2 及び表 3－3 に，スケル

トン曲線を図 3－2及び図 3－3 に示す。 

 

 

 

図 3－1 曲線近似を包絡したスケルトン曲線 概要図 
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表 3－2 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 

質点番号 要素番号
Ｍ1

(×10
6
kN・m)

φ1

(×10
-6
1/m)

Ｍ2

(×10
6
kN・m)

φ2

(×10
-6
1/m)

31

30

28 0.327 9.36 3.45 249

3.43 248
29

27 0.308 8.74

28
26 0.312 8.76 3.71 249

27
25 0.288 8.07 3.71 249

3.47 269
26

24 0.374 14.2

25
23 0.421 11.3 4.43 262

6.48 263

23 21 0.405 9.90 5.62 263

24
22 0.512 10.4

 

 

 

表 3－3 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 

質点番号 要素番号
Ｍ1

(×10
6
kN・m)

φ1

(×10
-6
1/m)

Ｍ2

(×10
6
kN・m)

φ2

(×10
-6
1/m)

9.36 3.45 24931

248
30

28 0.327

27 0.308 8.74 3.43

26 0.270 9.84 2.74 249
29

8.06 3.71 249
28

269
27

25 0.288

24 0.374 14.2 3.47

23 0.423 11.4 4.46 262
26

25
22 0.512 10.4 6.48

23 21 0.411 9.97 5.70 263

24
263
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*：各図上に記載の要素番号は表 3－2 に対応。 

 

図 3－2 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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*：各図上に記載の要素番号は表 3－2 に対応。 

 

図 3－2 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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*：各図上に記載の要素番号は表 3－3 に対応。 

 

図 3－3 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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*：各図上に記載の要素番号は表 3－3 に対応。 

 

図 3－3 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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  4.2.2 評価方針 

燃料取替用ベローズの健全性評価については，プラントの状態に応じベローズ

が変形する変位量及び繰返し回数に対して疲労評価を行うこととする。ここでい

うプラントの状態とは，起動・停止時，燃料交換時，地震時である。 

    

  4.2.3 適用規格 

燃料取替用ベローズの適用規格としては，設計時においては告示５０１第 43 条

8 項を準用していたため，今回評価ではＪＳＭＥ設計・建設規格[1]「PVD-3410 伸

縮継手の疲労評価」を準用する。 

 

4.3 評価条件 

燃料取替用ベローズの評価条件として，各状態の変位量と設計繰返し回数を表 4－1

に示す。本評価においては，設計時に想定していた各状態の条件(ケース 1～3)に加え,

今回工認における基準地震動 Ss に対する条件(ケース 4)を考慮し，保守的な評価条件

とした。 

ケース 4 の地震時変位量は，基準地震動 Ss による基本ケース及び材料物性の不確か

さ等を考慮した条件での，燃料取替用ベローズ両端に作用する相対変位量の最大値で

ある。 
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4.4 評価方法 

燃料取替用ベローズの耐震性評価においては，表 4－1に示す各方向の変位量よりベ

ローズ軸方向の変位量(全伸縮量)を算定し，算定した全伸縮量より求めた繰返しピー

ク応力強さに対する許容繰返し回数と設計繰返し回数より，疲労累積係数を算出する。 

 

  4.4.1 軸方向変位量の算定方法 

  (1) 軸直方向変位を軸方向変位に換算[2] 

 

     

 ：ベローズの平均径(mm) 1 ：軸直角方向変位量(mm) 

 ：中間パイプ長さ(mm) 

 ：ベローズの長さ(mm) 

  

  (2) 角変位を半径方向変位に換算 

 

     3 ：下端部管長(mm) 

 ：角変位(°) 

 ：半径方向変位(mm) 

  

  (3) 半径方向変位を軸方向変位に換算 

 

     

 

  

  (4) 軸方向変位量の合計(全伸縮量)   

 

     

 

 

L = 3・ ・ 1+ {( ⁄ ) + 1} 

∆ = 3・ ・ 180 

∆ 2 = + ( 2 + ∆ ) −  2 ：半径方向変位量(mm) 

 ：(2) で求めた半径方向変位(mm) ∆ 2 ：軸方向変位量(mm) 

= 2∆ 1 + 2∆ 2 + 2∆  ∆ 1 ：軸直方向変位による軸方向変位量(mm) ∆ 2 ：半径方向変位による軸方向変位量(mm) 

ｘ ：軸方向変位量(mm) 

 δ ：全伸縮量(mm) 

θ 

  

2+∆
 

2+∆
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4.4.2 疲労累積係数の算定方法（ＪＳＭＥ設計・建設規格[1]PVD-3410 より） 

  ＪＳＭＥ設計・建設規格[1]PVD-3410 より，下式（PVD-8.1）（PVD-8.2）にて算定

した繰返し応力を繰返しピーク応力強さとし，付録材料図表 Part8 図 2 において，

これに対応する許容繰返し回数が設計繰返し回数以上であることを確認する。本

評価においては，考慮する 4 ケースについて設計繰返し回数と許容繰返し回数と

の比を求め，その和が 1 以下であることを確認する。 

 

 

  

 

    σ  ：繰返し応力(MPa) 

 ：（PVD-8.2）式により計算した値(MPa) 

 ：付録図表 Part6 に規定する材料の縦弾性係数(MPa) 

 ：継手部の板の厚さ(mm) 

 ：全伸縮量(mm) 

 ：継手部の波数の 2倍の値 

ｂ ：継手部の波のピッチの 1/2(mm) 

ｈ ：継手部の波の高さ(mm) 

 ：継手部の層数(-) 

 ：PVD-3310 に定めるところによる。(最高使用圧力(MPa)) 

 

  

σ
ｐ
= 2 （PVD-8.1） 

σ = 1.5
ｎ ｂｈ

+ ℎ2ｔ ｃ
 

（PVD-8.2） 
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5. 地震応答解析及び静的解析における最大応答加速度と最大応答変位の関係について 

地震応答計算書中の応答分布図における，地震応答解析及び静的解析の結果に関して，最大応

答加速度では概ね同等の傾向であるが，最大応答変位では静的解析結果が比較的小さい傾向を示

している（図 5－1 参照）。 

本章では，応答分布図に記載する地震応答解析及び静的解析の最大応答加速度と最大応答変位

について説明するとともに，この関係が表れる理由について説明する。 

 

   

 加速度（m/s2）                変 位（mm） 

図 5－1 地震応答解析及び静的解析における最大応答加速度と最大応答変位の関係 

（大型機器系，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎の例） 

 

地震応答解析では最大応答変位について基礎下端の変位も算定されているのに対して，静的解

析では基礎下端固定としている。この差により，静的解析の最大応答加速度に対し，最大応答変

位が地震応答解析と比較して小さな値となると考えられる。 
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